





































































ループでも59％にとどまっている。次の YouGov サイトを参照。https://yougov.co.uk/news/ 
2017/06/17/how-britain-voted-2017-general-election/（2017年９月28日アクセス）






































































































































































⑽　Steven Reed, “Structure and Behavior: Extending Duvergerʼs Law to the Japanese Case”　
British Journal of Political Science vol.20, no.17 （July 1990） 775-756. To be reprinted in David M. 








































という憲政論を下敷きにして研究を進めたハイドであろう。次を参照。Sarah Hyde, The 





















































































































































































































































㉔　山崎孝史「国家の『中心』と『周辺』― 政党対立からみた沖縄の分断」α-Synodos 162/167, 
（2017）。
㉕　Stein Rokkan, D. W. Urwin, Economy, Territory, and Identity: Politics of European Peripheries, 
Sage （1987）.










































という概念を用いてハラリも展開している。Yuval Noah Harari, Sapiens: a Brief History of 










































































































































































































































































































































































































































































































































































ーヨークを走る鉄道でも，各駅停車の列車は local train である。これを地方列車と「直訳」
してみた場合を考えてほしい。まだ十分な研究を行っているわけではないが，日本語の「地






















　Robert D. Putnam, Making Democracy Work: Civic Traditions in Modern Italy, Princeton 
University Press （1997）, p.18. ロバート・Ｄ・パットナム『哲学する民主主義　伝統と改革の市
民的構造』（河田潤一訳）NTT出版（2001），27頁（訳文は変えてある）。
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いが，後者はやや複雑である。北京市は省と同格の「直轄市」で，そこにおける国税業務
は国家税務総局北京市国家税務局（日本風にいえば北京国税局）が担当している。これに
対して，地方税は，省や市，市の管轄下にある県等（日本とは逆に，県は通常市の中にお
かれる行政区域で，都市性が高いものは県級市とされる）の統治・行政費用を賄うための
ものである。北京市のように大きな市の場合には，市政府地方税務局が担当，海淀区地方
税務局はこの機関の支分部局である。
　そこにおける地方税は，しかし，日本のように最終的には有権者がその額と使途を決め
るものではなく，北京市の統治機関である中国共産党北京市委員会，特にその最高権力者
である共産党書記が決めるものである。いうまでもなく，この書記が最終的に従うのは民
意ではなく，実際の国家機関である中国共産党政治局の意思である。「代表無くして課税な
し」という民主主義の大原則は中国には存在せず，日本の市民税や県民税と違って，地方
税は共産党が全国支配の便宜上区分している市や省といった行政管区の用途に充てられ，
全国統治に充てられる国税とこれも便宜上区分されているだけである。実際，小規模な市
になると，市役所（弁行庁）の同じ課の中に国税係（国税服務）と地方税係（地税服務）
が同居している。しかも，国税服務の陣容は地税服務の３倍以上もあり，当然予想される
ように，格付けは前者の方が高い。そもそも，中国では公務員という言葉が使われてはい
るものの，日本のように国家公務員と地方公務員の区別はなく，幹部候補生は国家機関，
地方機関をまたいで配置転換と昇進を繰り返す。しかも，共産党は全国統一の極度に中央
集権的な組織で，党の人事と行政機関としての政府の人事の区別さえない。税務畑でいえ
ば，地方税務局や市役所税務課の地税服務は国家税務総局の出先機関なのである。そして，
国家税務総局は国務院の段階を経て党中央の指示に従うということになる。他の地方行政
機構の位置づけも税務畑と異なるはずがない。そこには，自治体の機関を国家機関と見な
す機関委任事務というような発想すら存在しない。「地方」とは，あくまで共産党による国
家統治上の便宜的区分（管区といってもよい）を表すものなのである。管区としての「地
方」は，日本でも「地方」事務所，「地方」支分部局のような形で今も使われている。そし
て，自治体としての「地方」に管区性を持たせる主たる装置の一つが機関委任事務制度で
あったことは言うまでもない。
　さて，第三の論点は，制度改革論の限界についてである。どのようなものであれ，人為
的に作られる制度は，その導入意図に即した，その意味で望ましい結果をもたらしうる。
他方で，目標が十分に達成されないまま不首尾に終わることも少なくなく，思ってもみな
かった負の作用を惹起することすらある。ここでは，パットナムにならって，「政治変革と
いう目的を達成するための戦略として制度改革が有している力と，社会的な文脈が制度の
効果を制約するさまざまな形の両方を研究する（57）」ことが必要であると指摘すれば十分で
あろう。
　Ibid., p.181，同上邦訳226頁（訳文は変えてある）。
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＜付記＞
　2017年３月26日，筆者は立教大学で開催された日本地方自治学会のセミナーで，基調講
演を依頼されて報告を行った。この報告のために準備したプレゼンテーション用の資料が
本稿の出発点となっている。力不足の筆者を鼓舞して貴重な機会を与えていただいた理事
長の新藤宗幸先生，壇上やフロアから有益なコメントをくださった方々に対して，ここに
謝意を表したい。
